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連結経営指標等 

  

 
(注)１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は第52期第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しております。第51期第２四半期累計

（会計）期間及び第51期は提出会社個別の経営指標を、第52期第２四半期連結累計（会計）期間は連結経営

指標を記載しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお 

りません。  

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第51期 

第２四半期 
累計期間

第52期
第２四半期連結

累計期間

第51期
第２四半期 
会計期間

第52期 
第２四半期連結 

会計期間
第51期

会計期間

自  平成22年
     ３月16日
至  平成22年 
     ９月15日

自  平成23年
     ３月16日
至  平成23年 
     ９月15日

自  平成22年
     ６月16日
至  平成22年 
     ９月15日

自  平成23年 
     ６月16日 
至  平成23年 
     ９月15日

自  平成22年
     ３月16日
至  平成23年 
     ３月15日

売上高 (千円) 1,927,316 2,610,573 970,183 1,524,572 3,846,093

経常利益 (千円) 138,993 172,506 71,678 106,158 318,137

四半期(当期)純利益 (千円) 90,164 92,632 52,240 56,447 142,401

純資産額 (千円) ― ― 5,068,756 5,148,916 5,050,301

総資産額 (千円) ― ― 8,513,099 9,652,184 8,533,586

１株当たり純資産額 (円) ― ― 624.21 647.46 639.23

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額

(円) 11.10 11.72 6.43 7.14 17.74

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 59.5 53.0 59.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 43,565 △503,920 ― ― 317,948

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 224,725 △44,287 ― ― 165,819

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △547,710 925,164 ― ― △701,122

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 834,116 1,272,722 894,725

従業員数 (名) ― ― 87 98 87
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当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容について、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

 
(注)従業員数は、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就業人員であり、契約社員数46名及び臨時雇

用者数の期中平均人員42名を( )外数で記載しております。 

  

 
(注) 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であり、契約社員数45

名及び臨時雇用者数の期中平均人員40名を( )外数で記載しております。 

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成23年９月15日現在

従業員数(名)
98
(88)

(2) 提出会社の状況

平成23年９月15日現在

従業員数(名)
95
(85)
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当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １  金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

２  環境関連事業及びその他における生産はありません。 

３ 当第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との比較分析は行っ

ておりません。  

  

当第２四半期連結会計期間における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額は仕入価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

２ その他における仕入はありません。 

３ 当第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との比較分析は行っ

ておりません。  

  

当社グループは、受注生産を行っておりませんので、受注実績に関する記載は行っておりません。 

  

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １  当第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との比較分析は行っ

ておりません。  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

金属製品事業 1,029,990 ―

環境関連事業 ― ―

その他 ― ―

合計 1,029,990 ―

(2) 仕入実績

セグメントの名称 仕入高(千円) 前年同四半期比(％)

金属製品事業 78,185 ―

環境関連事業 495,191 ―

その他 ― ―

合計 573,376 ―

(3) 受注実績

(4) 販売実績

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

金属製品事業 1,136,132 ―

環境関連事業 385,560 ―

その他 2,880 ―

合計 1,524,572 ―
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２ 主要な地域別の輸出高及び輸出割合は次のとおりであります。 

( )内は、総販売実績に対する輸出高の割合であります。 

  

 
  
なお、当第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との比較分析は

行っておりません。  

  

３ 主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 
  

なお、当第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との比較分析は

行っておりません。  

  
４  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

輸出先

当第２四半期連結会計期間
(自 平成23年６月16日
 至 平成23年９月15日)

金額(千円) 割合(％)

アジア 248,904 87.7

ヨーロッパ 16,975 6.0

オセアニア他 17,998 6.3

計
283,878
(18.6％)

100.0

相手先

当第２四半期連結会計期間
(自 平成23年６月16日
 至 平成23年９月15日)

金額(千円) 割合(％)

トラスコ中山㈱ 247,525 16.2

㈱オノマシン 236,037 15.5

㈱山善 187,447 12.3
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当第２四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響を受けたサプライチェーンの

復旧や個人消費の持ち直し傾向が見られるものの、電力使用の制限や欧米諸国における財政問題等を原

因とする円高や長引くデフレ等により、景気の先行きは依然として不透明な状況で推移しました。 

このような状況のなか、当社のコア事業であります金属製品事業につきましては、積極的な販売活動

と生産の効率化、コストダウンを積極的に推し進めてまいりました結果、ほぼ計画どおり推移いたしま

した。環境関連事業につきましては、今後の経営基盤の強化を図るため、平成23年４月に太陽光パネル

販売の子会社ＹＨＳ株式会社を設立し販売を開始いたしましたが、Yingli Green Energy Holding 

Co.,Ltdからの入荷の遅れ等により当第２四半期連結会計期間においては計画を下回る結果に終わりま

した。 

その結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は1,524百万円、営業利益は144百万円、経常利益は

106百万円、四半期純利益は56百万円となりました。 

なお、当社は当第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期

比の表示は記載しておりません。  

  

当第２四半期連結会計期間におけるセグメント別の業績は次のとおりであります。 

（金属製品事業） 

金属製品事業におきましては、ＩＴ産業等設備投資の回復、東日本大震災の復興需要等により、当

セグメントの売上高は1,136百万円、セグメント利益は201百万円となりました。 

  

（環境関連事業） 

環境関連事業におきましては、東日本大震災、電力の供給不安等により太陽光パネルの需要が高ま

っている中で、ＹＨＳ株式会社を４月に設立し、営業活動を開始いたしました。Yingli Green 

Energy Holding Co.,Ltdからの納品の遅れ等もあり、当第２四半期連結会計期間における当セグメン

トの売上高は385百万円、セグメント利益は18百万円にとどまりました。 

  

（その他） 

当セグメントは、不動産賃貸事業の業績を表示しております。 

当セグメントの売上高は2百万円、セグメント利益は1百万円となりました。 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析
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（資産） 

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、9,652百万円となりました。 

主な内訳は、流動資産では、現金及び預金1,282百万円、受取手形及び売掛金915百万円、商品及び

製品1,101百万円及び仕掛品527百万円であり、固定資産では、有形固定資産4,803百万円、投資有価

証券439百万円であります。 

（負債） 

当第２四半期連結会計期間末における負債は、4,503百万円となりました。 

主な内訳は、再評価に係る繰延税金負債1,359百万円、短期借入金990百万円、長期借入金774百万

円、１年内返済予定の長期借入金498百万円、支払手形及び買掛金380百万円であります。 

（純資産） 

当第２四半期連結会計期間末における純資産は、5,148百万円となりました。 

主な内訳は、資本金1,463百万円、資本剰余金342百万円、利益剰余金1,719百万円、土地再評価差

額金1,656百万円であります。 

  

なお、当社は当第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半

期比の表示は記載しておりません。  

  

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、1,272百万

円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因

は次のとおりであります。 

営業活動においては、税金等調整前四半期純利益171百万円、減価償却費66百万円及び仕入債務の増

加72百万円等により資金の増加がありましたが、売上債権の増加382百万円、たな卸資産の増加213百万

円、前渡金の増加額148百万円、法人税等の支払額100百万円等により、503百万円資金が減少となりま

した。 

投資活動においては、有形固定資産の取得による支出44百万円等により、44百万円資金が減少となり

ました。 

財務活動においては、長期借入金による調達600百万円及び短期借入金700百万円の純増等により資金

の増加がありましたので、長期借入金の返済362百万円及び配当金の支払47百万円等がありましたが、

925百万円資金が増加となりました。 

  

なお、当社は当第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半

期比の表示は記載しておりません。  

  

(2) 財政状態の分析

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

（営業活動におけるキャッシュ・フロー）

（投資活動におけるキャッシュ・フロー）

（財務活動におけるキャッシュ・フロー）
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当第２四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は12百万円であります。 

 なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

(5) 研究開発活動
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当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等

の計画はありません。 

  

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成23年９月15日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年10月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,245,480 8,245,480
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード）

単元株式数は 
1,000株であります。

計 8,245,480 8,245,480 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成23年９月15日 ― 8,245,480 ― 1,463,274 ― 289,896
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平成23年９月15日現在 

 
(注)自己株式(345,080株 所有株式数の割合4.18％)を除いて表示しております。 

  

平成23年９月15日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権1個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式80株が含まれております。 

  

平成23年９月15日現在 

 
  

(6) 【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

竈   和 夫 大阪府大阪狭山市 406 4.92

㈲キョウリツ 大阪府大阪狭山市池之原4丁目81－1 350 4.24

濱中ナット販売㈱ 兵庫県姫路市白浜町甲770 270 3.27

竈   志摩子 大阪府大阪狭山市 239 2.89

竈   利 英 大阪府大阪狭山市 227 2.75

竈   圭 人 大阪市西区 205 2.48

スーパーツール従業員持株会 堺市中区見野山158番地 190 2.31

松 井 房 子 堺市南区 178 2.15

吉  川     明 大阪府和泉市 178 2.15

㈱池田泉州銀行 大阪市北区茶屋町18-14 170 2.06

計 2,413 29.27

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式  345,000
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式7,872,000 7,872 ―

単元未満株式 普通株式   28,480 ― ―

発行済株式総数 8,245,480 ― ―

総株主の議決権 ― 7,872 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社スーパーツール

堺市中区見野山158番地 345,000 ― 345,000 4.18

計 ― 345,000 ― 345,000 4.18
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(注) １  最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであります。  

２ 最近６箇月間の月別最高・最低株価は、平成23年４月１日から平成23年９月30日までの暦月によっておりま

す。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年 
 ４月  ５月

 
６月  ７月  ８月  ９月

最高(円) 353 318 499 492 381 349

最低(円) 252 275 285 361 288 290

３ 【役員の状況】
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(1）当社の当第２四半期連結会計期間（平成23年６月16日から平成23年９月15日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成23年３月16日から平成23年９月15日まで）に係る四半期連結財務諸表は、「四半

期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号。以下「四半期

連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の前第２四半期会計期間（平成22年６月16日から平成22年９月15日まで）及び前第２四半期累計

期間（平成22年３月16日から平成22年９月15日まで）に係る四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規

則」という。）に基づいて作成しております。 

(3）前第２四半期会計期間（平成22年６月16日から平成22年９月15日まで）及び前第２四半期累計期間

（平成22年３月16日から平成22年９月15日まで）は四半期連結財務諸表を作成しておりません。その

ため、前第２四半期連結会計期間（平成22年６月16日から平成22年９月15日まで）及び前第２四半期

連結累計期間（平成22年３月16日から平成22年９月15日まで）に係る四半期連結損益計算書に代え

て、前第２四半期会計期間（平成22年６月16日から平成22年９月15日まで）及び前第２四半期累計期

間（平成22年３月16日から平成22年９月15日まで）に係る四半期損益計算書を記載しております。ま

た、前第２四半期連結累計期間（平成22年３月16日から平成22年９月15日まで）に係る四半期連結キ

ャッシュ・フロー計算書に代えて、前第２四半期累計期間（平成22年３月16日から平成22年９月15日

まで）に係る四半期キャッシュ・フロー計算書を記載しております。 

(4）前連結会計年度（平成22年３月16日から平成23年３月15日まで）は連結財務諸表を作成していないた

め、前連結会計年度（平成22年３月16日から平成23年３月15日まで）に係る要約連結貸借対照表に代

えて、前事業年度（平成22年３月16日から平成23年３月15日まで）に係る要約貸借対照表を記載して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成22年６月16

日から平成22年９月15日まで）及び前第２四半期累計期間（平成22年３月16日から平成22年９月15日ま

で）に係る四半期財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成23年６月16日から平成23年９月15日ま

で）及び当第２四半期連結累計期間（平成23年３月16日から平成23年９月15日まで）に係る四半期連結財

務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。 

第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表及び四半期財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 
【当第２四半期連結会計期間末】 

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年９月15日) 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 1,282,776

受取手形及び売掛金 915,247

商品及び製品 1,101,159

仕掛品 527,760

原材料及び貯蔵品 220,906

前渡金 148,988

繰延税金資産 46,793

その他 16,748

貸倒引当金 △3,738

流動資産合計 4,256,642

固定資産  

有形固定資産  

建物及び構築物（純額） ※  328,994

機械装置及び運搬具（純額） ※  220,267

土地 4,171,371

その他（純額） ※  82,761

有形固定資産合計 4,803,394

無形固定資産 10,920

投資その他の資産  

投資有価証券 439,803

繰延税金資産 64,201

その他 87,529

貸倒引当金 △10,308

投資その他の資産合計 581,226

固定資産合計 5,395,542

資産合計 9,652,184

負債の部  

流動負債  

支払手形及び買掛金 380,783

短期借入金 990,000

1年内返済予定の長期借入金 498,268

未払金 178,226

未払法人税等 89,276

賞与引当金 36,000

その他 22,427

流動負債合計 2,194,981

固定負債  

長期借入金 774,732

再評価に係る繰延税金負債 1,359,280

退職給付引当金 99,175

その他 75,099

固定負債合計 2,308,286

負債合計 4,503,267
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年９月15日) 

純資産の部  

株主資本  

資本金 1,463,274

資本剰余金 342,076

利益剰余金 1,719,113

自己株式 △79,259

株主資本合計 3,445,204

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金 14,809

土地再評価差額金 1,656,505

為替換算調整勘定 △1,324

評価・換算差額等合計 1,669,990

少数株主持分 33,721

純資産合計 5,148,916

負債純資産合計 9,652,184
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【前事業年度末に係る要約貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成23年３月15日) 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 904,779

受取手形及び売掛金 532,438

製品 912,495

仕掛品 516,953

原材料及び貯蔵品 206,830

繰延税金資産 40,111

その他 6,190

流動資産合計 3,119,799

固定資産  

有形固定資産  

建物及び構築物（純額） ※  342,202

機械装置及び運搬具（純額） ※  236,040

土地 4,171,371

その他（純額） ※  73,335

有形固定資産合計 4,822,949

無形固定資産 11,411

投資その他の資産  

投資有価証券 399,107

関係会社出資金 51,951

繰延税金資産 82,504

その他 46,767

貸倒引当金 △906

投資その他の資産合計 579,426

固定資産合計 5,413,787

資産合計 8,533,586

負債の部  

流動負債  

支払手形及び買掛金 307,528

短期借入金 290,000

1年内返済予定の長期借入金 363,480

未払金 177,772

未払法人税等 104,170

賞与引当金 33,600

その他 10,162

流動負債合計 1,286,714

固定負債  

長期借入金 671,851

再評価に係る繰延税金負債 1,359,280

退職給付引当金 90,340

その他 75,099

固定負債合計 2,196,570

負債合計 3,483,284
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(単位：千円)

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成23年３月15日) 

純資産の部  

株主資本  

資本金 1,463,274

資本剰余金 342,076

利益剰余金 1,680,051

自己株式 △79,158

株主資本合計 3,406,243

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金 △12,448

土地再評価差額金 1,656,505

評価・換算差額等合計 1,644,057

純資産合計 5,050,301

負債純資産合計 8,533,586
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【当第２四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年３月16日 
 至 平成23年９月15日) 

売上高 2,610,573

売上原価 1,822,976

売上総利益 787,597

販売費及び一般管理費 ※  512,119

営業利益 275,477

営業外収益  

受取利息 2,926

受取配当金 3,205

その他 2,251

営業外収益合計 8,382

営業外費用  

支払利息 14,341

売上割引 34,434

為替差損 57,477

その他 5,100

営業外費用合計 111,353

経常利益 172,506

特別損失  

固定資産除売却損 355

投資有価証券評価損 400

特別損失合計 755

税金等調整前四半期純利益 171,751

法人税、住民税及び事業税 85,398

法人税等調整額 △5,001

法人税等合計 80,397

少数株主損益調整前四半期純利益 91,354

少数株主損失（△） △1,278

四半期純利益 92,632
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【前第２四半期累計期間】 

(単位：千円)

前第２四半期累計期間 
(自 平成22年３月16日 
 至 平成22年９月15日) 

売上高 1,927,316

売上原価 1,296,172

売上総利益 631,144

販売費及び一般管理費 ※  450,506

営業利益 180,637

営業外収益  

受取利息 2,275

受取配当金 1,920

その他 3,712

営業外収益合計 7,908

営業外費用  

支払利息 12,860

売上割引 31,117

その他 5,576

営業外費用合計 49,553

経常利益 138,993

特別利益  

貸倒引当金戻入額 453

固定資産売却益 2

特別利益合計 455

特別損失  

固定資産除却損 72

特別損失合計 72

税引前四半期純利益 139,376

法人税、住民税及び事業税 47,658

法人税等調整額 1,554

法人税等合計 49,212

四半期純利益 90,164
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【当第２四半期連結会計期間】 

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成23年６月16日 
 至 平成23年９月15日) 

売上高 1,524,572

売上原価 1,111,274

売上総利益 413,298

販売費及び一般管理費 ※  268,519

営業利益 144,779

営業外収益  

受取利息 1,492

受取配当金 2,191

その他 1,609

営業外収益合計 5,293

営業外費用  

支払利息 7,588

売上割引 17,728

為替差損 18,446

その他 150

営業外費用合計 43,914

経常利益 106,158

特別損失  

固定資産除売却損 355

投資有価証券評価損 400

特別損失合計 755

税金等調整前四半期純利益 105,403

法人税、住民税及び事業税 63,595

法人税等調整額 △16,307

法人税等合計 47,287

少数株主損益調整前四半期純利益 58,115

少数株主利益 1,668

四半期純利益 56,447
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【前第２四半期会計期間】 

(単位：千円)

前第２四半期会計期間 
(自 平成22年６月16日 
 至 平成22年９月15日) 

売上高 970,183

売上原価 642,192

売上総利益 327,990

販売費及び一般管理費 ※  234,981

営業利益 93,009

営業外収益  

受取利息 181

受取配当金 1,180

その他 630

営業外収益合計 1,992

営業外費用  

支払利息 6,199

売上割引 15,730

その他 1,392

営業外費用合計 23,322

経常利益 71,678

特別利益  

貸倒引当金戻入額 453

固定資産売却益 2

特別利益合計 455

特別損失  

固定資産除却損 72

特別損失合計 72

税引前四半期純利益 72,062

法人税、住民税及び事業税 37,371

法人税等調整額 △17,549

法人税等合計 19,821

四半期純利益 52,240
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 
【当第２四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年３月16日 
 至 平成23年９月15日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 171,751

減価償却費 66,476

貸倒引当金の増減額（△は減少） 13,140

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,400

退職給付引当金の増減額（△は減少） 8,834

受取利息及び受取配当金 △6,131

支払利息 14,341

為替差損益（△は益） 36,557

有形固定資産除売却損益（△は益） 355

売上債権の増減額（△は増加） △382,808

たな卸資産の増減額（△は増加） △213,555

仕入債務の増減額（△は減少） 72,314

前渡金の増減額（△は増加） △148,989

その他 △28,496

小計 △393,810

利息及び配当金の受取額 4,603

利息の支払額 △14,328

法人税等の支払額 △100,386

営業活動によるキャッシュ・フロー △503,920

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △44,249

投資有価証券の取得による支出 △1,613

その他 1,574

投資活動によるキャッシュ・フロー △44,287

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 700,000

長期借入れによる収入 600,000

長期借入金の返済による支出 △362,331

自己株式の取得による支出 △100

少数株主からの払込みによる収入 35,000

配当金の支払額 △47,403

財務活動によるキャッシュ・フロー 925,164

現金及び現金同等物に係る換算差額 △36,030

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 340,925

現金及び現金同等物の期首残高 894,725

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 37,071

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,272,722
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【前第２四半期累計期間】 

(単位：千円)

前第２四半期累計期間 
(自 平成22年３月16日 
 至 平成22年９月15日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純利益 139,376

減価償却費 66,724

貸倒引当金の増減額（△は減少） △453

賞与引当金の増減額（△は減少） △2,900

退職給付引当金の増減額（△は減少） △12,544

長期未払金の増減額（△は減少） △26,151

受取利息及び受取配当金 △4,196

支払利息 12,860

有形固定資産売却損益（△は益） 69

売上債権の増減額（△は増加） △60,924

たな卸資産の増減額（△は増加） △66,472

仕入債務の増減額（△は減少） 43,466

その他 7,412

小計 96,267

利息及び配当金の受取額 6,514

利息の支払額 △12,860

法人税等の支払額 △46,357

営業活動によるキャッシュ・フロー 43,565

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の払戻による収入 100,000

有形固定資産の取得による支出 △20,515

有形固定資産の売却による収入 8

投資有価証券の取得による支出 △1,461

投資有価証券の償還による収入 200,000

無形固定資産の取得による支出 △1,000

関係会社出資金の払込による支出 △51,951

投融資の回収による収入 1,900

従業員に対する長期貸付けによる支出 △2,440

従業員に対する長期貸付金の回収による収入 185

投資活動によるキャッシュ・フロー 224,725
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(単位：千円)

前第２四半期累計期間 
(自 平成22年３月16日 
 至 平成22年９月15日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △370,000

長期借入れによる収入 150,000

長期借入金の返済による支出 △178,782

社債の償還による支出 △100,000

自己株式の取得による支出 △201

配当金の支払額 △48,727

財務活動によるキャッシュ・フロー △547,710

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △279,420

現金及び現金同等物の期首残高 1,113,536

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  834,116

                        

-24-



当第２四半期連結会計期間(自 平成23年６月16日  至  平成23年９月15日) 

該当事項はありません。 

  

  

当第２四半期連結累計期間(自 平成23年３月16日 至 平成23年９月15日) 

 
  

  

当第２四半期連結累計期間(自 平成23年３月16日 至 平成23年９月15日) 

該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間(自 平成23年６月16日 至 平成23年９月15日) 

該当事項はありません。 

  

  

当第２四半期連結累計期間(自 平成23年３月16日 至 平成23年９月15日) 

該当事項はありません。 

  

  

当第２四半期連結累計期間(自 平成23年３月16日 至 平成23年９月15日) 

該当事項はありません。 

【継続企業の前提に関する事項】

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年３月16日  至  平成23年９月15日)

１  連結の範囲に関する事項の

変更

(1) 連結の範囲の変更

当第１四半期連結会計期間より、新たに設立したＹＨＳ株式会社及び重要

性が増した世派機械工具貿易（上海）有限公司を連結の範囲に含めておりま

す。

(2) 変更後の連結子会社の数

２社

２ 会計処理基準に関する事項

の変更

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用してお

ります。

なお、この変更による損益への影響はありません。

【表示方法の変更】

【簡便な会計処理】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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当第２四半期連結累計期間は連結財務諸表の作成初年度であります。四半期連結財務諸表作成のための
基本となる重要な事項は、以下のとおりです。 

【追加情報】

項目

当第２四半期連結累計期間

(自 平成23年３月16日

至 平成23年９月15日)

１ 連結の範囲に関する事項 子会社は全て連結しております。

（1）連結子会社の数 

２社

（2）連結子会社の名称

ＹＨＳ株式会社

世派機械工具貿易（上海）有限公司

２ 連結子会社の事業年度等に 

  関する事項

当社の連結子会社である世派機械工具貿易（上海）有限公司の決算日は12

月31日であります。四半期連結財務諸表の作成にあたっては、同社の当第２

四半期累計期間（自平成23年１月１日至平成23年６月30日）の四半期財務諸

表を基礎として、四半期連結決算を行っております。ただし、平成23年７月

１日から四半期連結決算日平成23年９月15日までの期間に発生した重要な取

引については、連結上必要な調整を行っております。 

また、当社の連結子会社であるＹＨＳ株式会社の四半期決算日は、四半期

連結決算日と一致しております。 

３ 有価証券の評価基準及び評

価方法

その他有価証券

(1) 時価のあるもの

   期末日の市場価格等に基づく時価法

   (評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定)

(2) 時価のないもの 

   移動平均法による原価法

４ デリバティブ等の評価基準

及び評価方法

デリバティブ 

 時価法

５ たな卸資産の評価基準及び

評価方法

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）

６ 固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産（リース資産を除く） 定率法

  ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物付属設備除く)につ

いては、定額法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

    建物      ８年～50年

    構築物     ７年～45年

    機械及び装置  10年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法

  なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）による定額法

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

なお、リース取引開始日が平成21年３月15日以前の所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理を適用しております。

(4) 長期前払費用 定額法

７ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

  従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当第２四半

期連結累計期間負担額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当第２四半期連結会計期間末における

退職給付債務及び年金資産の残高に基づき計上しております。
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項目
当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年３月16日
至 平成23年９月15日)

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理によっております。

  なお、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採

用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ａ ヘッジ手段 

   金利スワップ 

 ｂ ヘッジ対象 

   借入金

(3) ヘッジ方針

  財務上発生している金利リスクをヘッジし、リスク管理を効率的に行う

ためにデリバティブ取引を導入しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

  ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計と、ヘッジ手段のキャッシ

ュ・フロー変動の累計とを比較して判断しております。

  なお、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を

省略しております。

(5) その他

  リスク管理の運営担当部署は経理部であり、社内稟議制度に基づく決裁

のほか、取引導入時の目的・内容・取引相手・損失の限度額により、取

締役会の承認を必要としております。

９ キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

10 その他連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理方法
税抜方式によっております。
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当第１四半期連結会計期間から初めて四半期連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度末の

（連結貸借対照表関係）注記は記載しておりません。 

 なお、前事業年度末における（貸借対照表関係）注記は、次のとおりであります。 

 

  

 
  

当第１四半期連結会計期間から初めて四半期連結財務諸表を作成しているため、前第２四半期連結累計

期間の（四半期連結損益計算書関係）注記は記載しておりません。 

 なお、前第２四半期累計期間における（四半期損益計算書関係）注記は、次のとおりであります。 

  

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末  
(平成23年９月15日)

※ 有形固定資産の減価償却累計額   4,201,317千円

前事業年度末  
(平成23年３月15日)

※ 有形固定資産の減価償却累計額   4,147,370千円

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年３月16日  
  至 平成23年９月15日)

※ 販売費及び一般管理費の内、主要なものは次のとお

りであります。

 役員報酬                 43,324千円

 給料               148,775千円

 賞与引当金繰入額        16,477千円

 退職給付費用        5,271千円

 貸倒引当金繰入額        13,140千円

前第２四半期累計期間 
(自 平成22年３月16日  
  至 平成22年９月15日)

※ 販売費及び一般管理費の内、主要なものは次のとお

りであります。

 役員報酬                37,507千円

 給料               129,160千円

 賞与引当金繰入額          14,429千円
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当第１四半期連結会計期間から初めて四半期連結財務諸表を作成しているため、前第２四半期連結会計

期間の（四半期連結損益計算書関係）注記は記載しておりません。 

 なお、前第２四半期会計期間における（四半期損益計算書関係）注記は、次のとおりであります。 

  

 

  

 
  

当第１四半期連結会計期間から初めて四半期連結財務諸表を作成しているため、前第２四半期連結累計

期間の（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）注記は記載しておりません。 

 なお、前第２四半期累計期間における（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）注記は、次のとおりで

あります。 
  

 
  

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成23年６月16日  
  至 平成23年９月15日)

※ 販売費及び一般管理費の内、主要なものは次のとお

りであります。

 役員報酬               23,060千円

 給料               72,365千円

 賞与引当金繰入額        12,587千円

 退職給付費用         2,674千円

 貸倒引当金繰入額        13,140千円

前第２四半期会計期間 
(自 平成22年６月16日  
  至 平成22年９月15日)

※ 販売費及び一般管理費の内、主要なものは次のとお

りであります。

 役員報酬                 18,865千円

 給料             65,581千円

 賞与引当金繰入額           10,881千円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年３月16日
至  平成23年９月15日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,282,776千円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金

△10,053千円

現金及び現金同等物 1,272,722千円

前第２四半期累計期間
(自  平成22年３月16日
至  平成22年９月15日)

 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 834,116千円

現金及び現金同等物 834,116千円
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当第２四半期連結会計期間末(平成23年９月15日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成23年３月16日  

至  平成23年９月15日) 

１．発行済株式の種類及び総数 

 
  

２．自己株式の種類及び株式数 

 
  

３．新株予約権の四半期連結会計期間末残高 

該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

 
  

５．株主資本の著しい変動 

該当事項はありません。 

(株主資本等関係)

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 8,245,480

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 345,080

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年6月10日 
定時株主総会

普通株式 47,403 6.00 平成23年3月15日 平成23年6月13日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月14日 
取締役会

普通株式 47,402 6.00 平成23年９月15日 平成23年11月14日 利益剰余金
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(追加情報) 

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号  平成20年３月21日)を適用しております。 

  

１  報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。 

当社グループは、事業別に「金属製品事業」、「環境関連事業」の2つを報告セグメントとしておりま

す。 

「金属製品事業」は、作業工具及び産業機器等の金属製品の製造及び販売をしております。  

「環境関連事業」は、太陽光パネル等の環境関連商品の仕入及び販売をしております。 
  

２  報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間(自  平成23年３月16日  至  平成23年９月15日) 

 
(注)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業を含んでおります。 

  

当第２四半期連結会計期間(自  平成23年６月16日  至  平成23年９月15日) 

 
(注)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業を含んでおります。 

  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)

合計
金属製品事業 環境関連事業 計

売上高

外部顧客への売上高 2,219,253 385,560 2,604,813 5,760 2,610,573

 セグメント間の内部売上高 
又は振替高

― ― ― ― ―

計 2,219,253 385,560 2,604,813 5,760 2,610,573

セグメント利益 418,461 5,296 423,757 2,373 426,130

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)

合計
金属製品事業 環境関連事業 計

売上高

外部顧客への売上高 1,136,132 385,560 1,521,692 2,880 1,524,572

 セグメント間の内部売上高 
又は振替高

― ― ― ― ―

計 1,136,132 385,560 1,521,692 2,880 1,524,572

セグメント利益 201,566 18,973 220,540 1,189 221,729
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３  報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項) 

当第２四半期連結累計期間(自  平成23年３月16日  至  平成23年９月15日) 

 
(注)全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  

当第２四半期連結会計期間(自  平成23年６月16日  至  平成23年９月15日) 

 
(注)全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  

４  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動

がありません。 

  

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動

がありません。 

  

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので注記の

対象から除いております。 

  

該当事項はありません。 

  

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 423,757

「その他」の区分の利益 2,373

セグメント間取引消去 1,023

全社費用(注) △151,676

四半期連結損益計算書の営業利益 275,477

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 220,540

「その他」の区分の利益 1,189

セグメント間取引消去 △1,591

全社費用(注) △75,358

四半期連結損益計算書の営業利益 144,779

(金融商品関係)

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(ストック・オプション等関係)
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい

変動がありません。 

  

１  １株当たり純資産額 

  

 
  
(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

当第１四半期連結会計期間から初めて四半期連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度末の１

株当たり純資産額は記載しておりません。 

 なお、前事業年度末における１株当たり純資産額は、次のとおりであります。 

  

 
  
(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎 

(企業結合等関係)

(資産除去債務関係)

(賃貸等不動産関係)

(１株当たり情報)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成23年９月15日)

647.46円

項目
当第２四半期
連結会計期間末 

(平成23年９月15日)

純資産の部の合計額(千円) 5,148,916

普通株式に係る純資産額(千円) 5,115,194

差額の主な内訳（千円）

 少数株主持分 33,721

普通株式の発行済株式数(千株) 8,245

普通株式の自己株式数(千株) 345

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株) 7,900

前事業年度末  
(平成23年３月15日)

639.23円

項目
前事業年度末

（平成23年３月15日)

純資産の部の合計額（千円） 5,050,301

普通株式に係る純資産額（千円） 5,050,301

普通株式の発行済株式数（千株） 8,245

普通株式の自己株式数（千株） 344

1株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（千株）

7,900
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２  １株当たり四半期純利益金額等 

 第２四半期連結累計期間 

 
(注) １  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

 
  

当第１四半期連結会計期間から初めて四半期連結財務諸表を作成しているため、前第２四半期連結累計

期間の１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は記載しておりませ

ん。 

 なお、前第２四半期累計期間における１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

 
  

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年３月16日
至  平成23年９月15日)

１株当たり四半期純利益金額 11.72円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―

項目
当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年３月16日
至  平成23年９月15日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 92,632

普通株式に係る四半期純利益(千円) 92,632

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,900

前第２四半期累計期間
(自  平成22年３月16日
至  平成22年９月15日)

１株当たり四半期純利益金額 11.10円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―

項目
前第２四半期累計期間
(自 平成22年３月16日
至  平成22年９月15日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 90,164

普通株式に係る四半期純利益(千円) 90,164

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 8,120
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第２四半期連結会計期間 

  

 
(注) １  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

 
  

当第１四半期連結会計期間から初めて四半期連結財務諸表を作成しているため、前第２四半期連結会計

期間の１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は記載しておりませ

ん。 

 なお、前第２四半期会計期間における１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

 
  

該当事項はありません。 

  

第52期(平成23年３月16日から平成24年３月15日まで)中間配当については、平成23年10月14日開催の取

締役会において、平成23年９月15日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うこと

を決議いたしました。 

①  配当金の総額                                 47,402千円 

②  １株当たりの金額                               ６円00銭 

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成23年11月14日 

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年６月16日
至  平成23年９月15日)

１株当たり四半期純利益金額 7.14円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―

項目
当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年６月16日
至  平成23年９月15日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 56,447

普通株式に係る四半期純利益(千円) 56,447

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,900

前第２四半期会計期間
(自  平成22年６月16日
至  平成22年９月15日)

１株当たり四半期純利益金額 6.43円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―

項目
前第２四半期会計期間
(自  平成22年６月16日
至  平成22年９月15日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 52,240

普通株式に係る四半期純利益(千円) 52,240

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 8,120

(重要な後発事象)

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成22年10月27日

株式会社スーパーツール 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社スーパーツールの平成22年３月16日から平成23年３月15日までの第51期事業年度の第２四半期会計期

間（平成22年６月16日から平成22年９月15日まで）及び第２四半期累計期間（平成22年３月16日から平成22

年９月15日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャ

ッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社スーパーツールの平成22年９月15日現在の

財政状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年10月18日開催の取締役会決議に基づき、平成22

年10月19日に自己株式を取得している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士    北垣  栄一  印

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士    荒井   巌  印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

                        



  

平成23年10月26日

株式会社 スーパーツール 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社スーパーツールの平成23年３月16日から平成24年３月15日までの連結会計年度の第２四半期連結会計

期間（平成23年６月16日から平成23年９月15日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年３月16日から

平成23年９月15日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計

算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社スーパーツール及び連結子会社の

平成23年９月15日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計

期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  北垣  栄一  印

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  荒井   巌  印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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当社代表取締役社長吉川 明は、当社の第52期第２四半期(自 平成23年６月16日 至 平成23年９月

15日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】

                        




